

























































































WISC で言語性 IQ が正常又はそれに近づいており、上記3児の言語発達の伸
びに定期療育の効果があった。今後、最早期に療育を開始し継続して行く事が
就学後の学習に良い効果が得られると考える。
急性期病院における超重症心身障がい児短期入所事業の
3年間の取り組み
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【はじめに】人工呼吸器管理が必要など、医療依存度が高い重症心身障がい児
が在宅で過ごしていくためには様々な社会資源が必要となってくる。しかし、
在宅でサポート可能な資源には限りがあり保護者の身体的、精神的な負担が大
きい。そのような現状の中、当地域では重症心身障がい児が短期入所できる施
設はなく、短期入所が必要な状況でもサービスを利用できない現状となってい
る。当院では、地域の現状を踏まえ平成23年より障がい児の短期入所事業を
開始した。しかしマンパワー等の問題により利用につながってはいなかった。
そこで平成25年度岐阜県からの委託を受け、病院と訪問看護が提携した事業
が開始となり、地域の訪問看護師が病院の職員として障がい児家族のレスパイ
トを支援することとなった。当事業の3年間の取り組みを報告し、今後の課題
を考察した。
【内容】病院の空床ベッドを利用し、訪問看護師が常に付き添う対応とした。
平成25年度は平日の日中利用にて時間は9：00～16：00とし、実績は対象児2
名で計5回の利用があった。平成26年度は平日に加え土日・祝日の利用も可能
とし前年度より終了時間を1時間延長とした。利用実績は対象児2名につき計6
回の利用であった。平成27年度は平日・休日の日中利用に加え1泊2日の宿泊
とし、対象児1名につき日中利用2回、宿泊1回を計画した。毎年、保護者から
の意見を聞き事業拡大に取り組んだ結果、保護者から“安心して任せられるの
でまたお願いしたい。”との意見が聞かれた。
【考察】短期入所事業は保護者や児にとってかかりつけの病院、いつも関わっ
ている看護師が関わることで安心した利用につながっている。医療機関が担う
役割はあるが地域の福祉サービスも協力し短期入所の受け入れの幅を広げられ
るよう、今後地域で支える努力や工夫が必要である。
インスリン療法導入患者の退院指導の充実　
確実な指導料算定の視点から
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【目的】インスリン療法導入患者は、退院時に在宅療養指導料が算定できるが、
A病棟の場合、2013年の算定率はわずか28％であった。問題点を明らかにし、
算定率100％をめざし、さらに退院指導の充実を図る。
【方法】スタッフに聞き取りを行い、療養指導算定できることを知らなかった、
退院指導方法に自信がない、糖尿病療養指導士（以下 CDEJ）に任せっきり
であった、との問題点がわかった。2013年度Ａ病棟の CDEJ は1～0名であ
った。CDEJ だけではすべての患者に十分な指導を行うことは困難であり、
スタッフ全員が患者に関る必要がある。そこで「インスリン療法導入患者の指
導の流れ」を一覧にし、いつ、何を指導すればよいかを一目でわかるようにし
た。指導の際に必要なパンフレット類をわかりやすく整理し、退院前日の指導
は、特にインスリン療法時に問題となる、低血糖とシックディルールについて
行ってもらうようにした。また、クラークに管理指導料がとれていない場合、
看護師に連絡してもらうよう依頼した。
【成績】2014年度の糖尿病管理指導料算定率は100％になった。
【結論】今回、インスリン療法導入患者の管理指導料不足が問題になり、患者
指導にスタッフ全員が関れていない実態が明らかになった。そこで、入院から
退院までの指導内容を整え、クラークと連携をとることで、すべての患者に指
導を行い、指導料算定できるようになった。さらに、糖尿病ケア部会を通し
て、病院全体に啓蒙を行っている。糖尿病患者はますます増加傾向にあり、治
療はさらに進歩し複雑になってきている。そのことが、特に CDEJ 以外のス
タッフには療養指導への苦手意識を持たせることになっている。全てのスタッ
フが療養指導に関れるように、まずはシステムを整えることが重要である。
迅速に超緊急帝王切開術を行うために
～助産師の機械出しから始まった6年～　
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当院は、地域の2次産科救急を担っており、年間約560件の分娩を医師5名と
助産師33名にて取り扱っている。母体の高齢化に伴い、合併症の増加による
ハイリスク妊娠が増え、それにより帝王切開術の割合は年々上昇している。当
然、緊急帝王切開術の件数も増加の一途を辿っており、その中には、一刻を争
う超緊急帝王切開術での急速遂娩が必要となる場合も含まれている。
産婦人科医療提供体制検討委員会では、超緊急帝王切開術が必要と判断された
場合、「努力目標として30分以内に帝王切開が可能な体制を目指していく」と
述べている。しかし、夜間・休日などは勤務者が少なく、当院では手術室看護
師が院内待機の体制をとっていない為、助産師と医師のみでの対応は困難を極
めることがあった。限られた人員の中で、緊急時により効果的な準備を進めて
いく必要性を感じた。
その為、平成18年より夜間の緊急帝王切開術に対応できるよう、手術室への
入室方法をマニュアル化した。また、平成21年より医師・手術室の協力を得
て、機械出しを助産師が実施するためのトレーニングを開始し、緊急時には実
際に対応を行っていった。同時に定期的に新人を含めた病棟助産師に勉強会を
開催し、日頃から予定帝王切開術での訓練を重ねていった。これらが構築され
機能するには、多くの部門の協力と支援が不可欠であった。
迅速な超緊急帝王切開術が行われることは、母子の安全性を高め、助産師自身
の安心にも繋がっている。これまでの取り組みを振り返り、今後の課題を合わ
せて報告する。　
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